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島根県人事委員会事務局の組織及び処務に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫
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島根県人事委員会事務局の組織及び処務に関する規則の一部を改正する規則

島根県人事委員会事務局の組織及び処務に関する規則（平成��年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次のように改

正する。

第�条第	号中「、人事に」を「及び人事に」に改め、同条第�号中「、その他」を「その他」に改め、同条第�号中

「、実施」を「及び実施」に改め、同条第
号中「の企画」を削り、同条第��号中「委任」を「委託」に改め、同条第��

号中「、その他」を「その他」に改め、同号を同条第��号とし、同条第��号から第�
号までを	号ずつ繰り下げ、同条第

��号の次に次の	号を加える。

�� 職員の苦情の処理に関すること。

第��条中「取り扱い」を「取扱い」に改める。

第��条中「別表第�」を「、別表第�」に改める。

第��条第	号中「第�条第�項」を「第�条第�項」に改める。

別表第	を次のように改める。

����（第�条関係）

号外第��号 平成��年�月��日 (�)

	 一般的事項

� 島根県情報公開条例（平成��年島根県条例第
�号）の規定に基づく公文書の公開等の決定

� 島根県個人情報保護条例（平成��年島根県条例第�号）の規定に基づく個人情報の開示等の決定

� �
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島根県人事委員会事務局の組織及び処務に関する規則の一部を改正する規則 �

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則 �

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則 ��

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 ��

専門的教育職員の給与の特例に関する規則の一部を改正する規則 ��

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則 ��

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 ��

職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 �


����

級別職務分類に関する細則の一部を改正する細則 ��
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平成��年�月��日（金)
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（毎週火・金曜日発行）
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島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

� 国の法令等の改正により義務的に人事委員会規則（以下「規則」という。）等の改正を要する場合で、その

内容が軽易であるとき。

� 任用関係事項

� 職員の任用に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号）第	条第�号に規定する職（級別職務分

類に関する細則（昭和
�年島根県人事委員会細則第�号）別表の�医療職給料表�級別職務分類表に掲げる職

（�級に属するものを除く。）に限る。）への採用の選考

� 職員の任用に関する規則第
条第�号に規定する職（管理職手当の支給の対象となる職のうち、職員の給与

の支給に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号。以下「職員給与規則」という。）別表第�に定

める管理職手当の区分が�種又は�種である職を除く。）への昇任の選考

� 地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律（平成��年法律第��号）の規定による承認及び

協議に対する回答

� 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成��年法律第��号）の規定による承認

� 一般職の任期付研究員の採用等に関する規則（平成��年島根県人事委員会規則第�号）第�条の規定による

承認

� 競争試験及び採用選考試験における第一次試験合格者の決定

� 他の地方公共団体又は国の機関に現に在職している者をもって補充しようとする職（管理職手当の支給の対

象となる職を除く。）への採用（いわゆる割愛採用）の選考（人事交流・研修の目的に限る。）

� 給与関係事項

� 人事委員会勧告どおりの内容の規則の改正

ア 職員給与規則の改正

イ 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和��年島根県人事委員規則第	号。以下「初任給規

則」という。）の改正

ウ 県立学校の教育職員の給与に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号。以下「県立学校給与規

則」という。）の改正

� 組織改正等に伴う規則又は人事委員会細則の改正等

ア 職員給与規則の改正

イ 給料表の適用範囲に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号）の改正

ウ 初任給規則の改正

エ 県立学校給与規則の改正

オ 職員の特殊勤務手当に関する規則（昭和
�年島根県人事委員会規則第��号）の改正

カ 地方警察職員の特殊勤務手当に関する規則（昭和
�年島根県人事委員会規則第��号）の改正

キ 級別職務分類に関する細則の改正

ク 県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関する規則（平成元年島根県教育委員会

規則第�号）の改正に係る協議に対する回答

� 規則の規定において人事委員会が定めること又は認めることとされている事項に係る規程等の制定又は改廃

（以下「規程等の制定等」という。）

ア 職員給与規則の規定による規程等の制定等

イ 給料表の適用範囲に関する規則の規定による規程等の制定等

ウ 初任給規則の規定による規程等の制定等

エ 県立学校給与規則の規定による規程等の制定等

オ 職員の特殊勤務手当に関する規則の規定による規程等の制定等

カ 地方警察職員の特殊勤務手当に関する規則の規定による規程等の制定等



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

� 規則の規定による承認又は協議に対する回答

ア 職員給与規則の規定による承認

イ 初任給規則の規定による承認（第�条第�号（管理職手当の支給対象となる職員のうち、給与規則別表第

�に定める管理職手当の区分が�種又は	種である職に限る。）、第�
条第�項ただし書若しくは第	項た

だし書、第��条第�号若しくは第	号、第��条の�第	項又は第��条の�の規定に係るものを除く。）及び

協議に対する回答

ウ 県立学校給与規則の規定による承認（第�
条第�項ただし書若しくは第	項ただし書、第��条第�号若し

くは第	号又は第�
条第	項の規定に係るものを除く。）及び協議に対する回答

エ 職員の給料の切替えに伴う経過措置に関する規則（平成�
年島根県人事委員会規則第�号）の規定による

承認

オ 県立学校の教育職員の給料の切替えに伴う経過措置に関する規則（平成�
年島根県人事委員会規則第��

号）の規定による承認

カ 職員の特殊勤務手当に関する規則の規定による承認

キ 地方警察職員の特殊勤務手当に関する規則の規定による承認

ク 一般職の任期付研究員の採用等に関する規則の規定（第	条を除く。）による承認

ケ 一般職の任期付職員の採用等に関する規則（平成�
年島根県人事委員会規則第�号）の規定による承認

� 市町村立学校の教職員の給与に関する規則（昭和��年島根県教育委員会規則第��号）の改正で県立高等学校

等の場合に準ずるものに係る協議に対する回答

� 勤務時間・休暇等関係事項

� 組織改正等に伴う規則の改正

ア 職員の勤務時間に関する規則（平成元年島根県人事委員会規則第�号）の改正

� 規程等の制定等

ア 職員の勤務時間に関する規則の規定による規程等の制定等

イ 職員の休日及び休暇に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号）の規定（第�条の表第��号を

除く。）による規程等の制定等

ウ 県立高等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号）の規定

（第�条の表第��号を除く。）による規程等の制定等

エ 職員の育児休業等に関する規則（平成�年島根県人事委員会規則第�号）の規定による規程等の制定等

� 規則の規定による承認又は協議に対する回答

ア 職員の勤務時間に関する規則の規定による協議に対する回答

イ 職員の休日及び休暇に関する規則の規定による承認

ウ 県立高等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する規則の規定による承認

� 市町村立学校の教職員の勤務時間に関する規則（平成元年島根県教育委員会規則第�号）の改正で県立高等

学校等の場合に準ずるものに係る協議に対する回答

� 分限関係事項

� 職員の分限の手続に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第	号）第�条の規定による規程等の制定

等及び承認

� 公平審査関係事項

� 不利益処分についての不服申立てに関する規則（平成�
年島根県人事委員会規則第��号）第�条第	項の規

定による補正命令

� 不利益処分についての不服申立てに関する規則第��条第�項又は第	項の規定（これらの規定が同規則第
�

条の規定により準用される場合を含む。）による答弁書又は反論書の提出を求めること。



島 根 県 報
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この規則は、平成��年�月�日から施行する。

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫
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職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与の支給に関する規則（昭和�	年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次のように改正する。

第
条中「第��条の�第�項」の次に「又は第��条の
第
項」を加える。

第
条の
第
項を次のように改める。


 別表第�に定める職に係る管理職手当の区分は、同表の職名欄の区分に応じ、同表の区分欄に定める区分とする。

第
条の
に次の�項を加える。

� 第�項の職員に対する管理職手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

� 法第��条の�第�項、第��条の�第�項又は第��条の
第�項若しくは第
項の規定により採用された職員（以下

「再任用職員」という。）以外の職員 当該職員に適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該

職員が占める職に係る前項の規定による区分（以下「当該職の区分」という。）に応じ、別表第�の
の管理職手当

の額欄に定める額

� 再任用職員 当該職員に適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該職の区分に応じ、別表第

�の�の管理職手当の額欄に定める額（再任用短時間勤務職員にあっては、その額に勤務割合を乗じて得た額とし、

その額に�円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

第��条の
第�号を次のように改める。

� 勤務時間規則第�条第�項第�号及び第�号に掲げる勤務

第��条の
中第�号を削り、第�号を第�号とする。

第��条の�第�項第
号を削り、第�号中「（前号に掲げる勤務を除く。）及び第�号」を削り、同号を第
号とし、

第�号中「第�号」を「第�号」に改め、同号を第�号に改め、同条第�項中「第�号」を「第�号」に改める。

第��条の�の
第�項第�号中「に掲げる支給割合」を「の区分欄に定める区分」に改め、同号ア中「���分の��」を

「�種」に、同号イ中「���分の��」を「
種」に、同号ウ中「���分の��」を「�種」に、同号エ中「���分の��及び���

分の��」を「�種及び�種」に、同号オ中「���分の��」を「
種」に改める。

第��条の�第�項第�号を次のように改める。

� 当該職の区分が�種又は
種とされている職員

第��条の�第�項中第
号を削り、第�号を第
号とし、第�号を第�号とし、同条第
項中「別表第�に掲げる管理

号外第��号 平成��年�月��日(�)

� 職員団体関係事項

� 組織改正等に伴う規則の改正

ア 管理職員等の範囲を定める規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号）の改正

イ 島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（昭和��年島根

県人事委員会規則第��号）の改正

� 労働基準監督関係事項

� 労働基準法（昭和��年法律第��号）別表第�の号別区分の決定

� 関係法令の規定による各種検査証の交付

� この表の�から�までに掲げるもののほか、事務局長が人事委員会の承認を受けた事項



島 根 県 報

職手当の支給割合が���分の��」を「当該職の区分が�種」に改め、「、同項第�号に掲げる院長」を削り、「第�号」

を「第�号」に、「第�号」を「第�号」に改める。

第�	条第
項第�号中「法第��条の�第�項、第��条の
第�項又は第��条の�第�項若しくは第�項の規定により採

用された職員（次号において「再任用職員」という。）」を「再任用職員」に改める。

別表第�を次のように改める。

����（第�条関係）

別表第�を次のように改める。

����（第�条の�関係）

号外第
�号 平成��年�月
�日 (�)

勤 務 箇 所 職 員 調整数

わかたけ学園 � 児童と起居を共にする児童自立支援員及び児童生活支援員たる職員 ���

� 園長

� 自立支援グループに属する職員（前記�に掲げる職員を除く。）

��

� 前記�から�までに掲げる職員以外の職員 ���

食肉衛生検査所 � 獣畜のと殺又は解体の検査に従事することを常例とすると畜検査員 ���

� 所長 ���

警察本部航空隊 � 航空機の操縦業務に関することを本務とする職員 
��

� 航空機の整備業務に従事することを本務とする職員 ���

部 局 職 名 区 分

知事の事務部局 本庁理事

政策企画局長

本庁部長

同 技監

東京事務所長

支庁長

県民センター所長（西部県民センターに限る。）

�種

統括政策企画監

本庁次長

同 参事

医療統括監

副出納長

出納局長

自治研修所長

支庁局長（水産局を除く。）

県民センター所長（西部県民センターを除く。）

総合調整監

中山間地域研究センター所長

美術館副館長

芸術文化センター副センター長

保健所長（雲南保健所、県央保健所及び隠岐保健所を除く。）

農林振興センター所長

農業技術センター所長

水産技術センター所長

�種



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

農業大学校長

大阪事務所長

産業技術センター副所長

県土整備事務所長

本庁課長

同 管理監

政策企画監

統括団体検査監

統括指導監査監

統括技術専門監

保健所長（雲南保健所、県央保健所及び隠岐保健所に限る。）

福祉事務所長（西部福祉事務所に限る。）

保健環境科学研究所長

児童相談所長（中央児童相談所に限る。）

畜産技術センター所長

県土整備事務所事業所長

高規格道路事務所長

�種

本庁室長

同 センター長

防災航空管理所長

上席調整監

上席出納監察監

東京事務所部長

自治研修所部長

消防学校長

支庁局長（水産局に限る。）

同 部長

県民センター部長

同 事務所長

中山間地域研究センター部長

保健所部長

福祉事務所長（西部福祉事務所を除く。）

児童相談所長（中央児童相談所を除く。）

わかたけ学園長

女性相談センター所長

心と体の相談センター所長

食肉衛生検査所長

農林振興センター部長

同 事務所長

農業技術センター部長

農業大学校事務局長

同 部長

�種



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

畜産技術センター育種改良部長

水産事務所長

水産技術センター内水面浅海部長

同 栽培漁業部長

大阪事務所部長

広島事務所長

産業技術センター部長

同 研究統括監

高等技術校長

県土整備事務所部長

河川総合開発事務所長

空港管理事務所長

宍道湖流域下水道管理事務所長

出納監察監

団体検査監

指導監査監

医療調整監

技術専門監

統括林業普及員

特別徴収監

保健環境科学研究所部長

同 原子力環境センター長

女性相談センター西部分室長

農業大学校教授

畜産技術センター生産技術部長

水産技術センター総合調整部長

同 漁業生産部長

産業技術センター研究企画監

同 研究調整監

浜田技術センター長

高等技術校教頭

益田県土整備事務所石見空港管理所長

高規格道路事務所部長

調整監

�種

県議会の事務部局 事務局長 	種

事務局次長 
種

事務局課長

同 管理監

�種

事務局室長 �種

事務局調整監 �種

教育委員会 教育監

古代出雲歴史博物館長

	種



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

教育次長

本庁参事

教育センター所長（松江教育センターに限る。）

生涯学習推進センター所長

図書館長

青少年の家所長

�種

本庁課長

同 管理監

同 室長（課に置かれた室を除く。）

教育事務所長

埋蔵文化財調査センター所長

教育センター所長（松江教育センターを除く。）

西部生涯学習推進センター所長

少年自然の家所長

�種

本庁室長（課に置かれた室に限る。）

同 センター長

上席調整監

教育センター部長

古代出雲歴史博物館部長

	種

調整監

県立学校事務長（安来高等学校、情報科学高等学校、松江北高等学校、松

江南高等学校、松江東高等学校、松江工業高等学校、松江商業高等学校、

松江農林高等学校、大東高等学校、三刀屋高等学校、平田高等学校、出雲

高等学校、出雲工業高等学校、出雲商業高等学校、出雲農林高等学校、大

社高等学校、大田高等学校、邇摩高等学校、川本高等学校、島根中央高等

学校、矢上高等学校、江津高等学校、江津工業高等学校、浜田高等学校、

浜田商業高等学校、浜田水産高等学校、益田高等学校、益田工業高等学

校、益田産業高等学校、益田翔陽高等学校、隠岐高等学校、隠岐水産高等

学校、盲学校、松江ろう学校、浜田ろう学校、松江養護学校、出雲養護学

校、石見養護学校、浜田養護学校、益田養護学校、松江清心養護学校、江

津清和養護学校及び松江緑が丘養護学校に限る。）


種

人事委員会の事務部

局

事務局長 �種

事務局課長 �種

事務局調整監 
種

監査委員の事務部局 事務局長 �種

事務局課長 �種

事務局調整監

同 監査監


種

労働委員会の事務部

局

事務局長 �種

事務局課長 �種

事務局調整監 
種

警察 本部部長 �種



島 根 県 報

備考 人事委員会が別に定める職にあっては、本表に掲げる区分と異なる区分を用いることができる。

別表第�の次に次の�表を加える。

������（第�条の�関係）

号外第��号 平成��年�月��日 (�)

同 首席監察官

同 参事官

同 参事

警察学校長

警察署長（松江警察署、出雲警察署、雲南警察署、浜田警察署及び益田警

察署に限る。）

本部課長

室長（課に置かれた室を除く。）

監察官

監査官

調査官

交通技術調査官

交通機動隊長

高速道路交通警察隊長

警察機動隊長

警察署長（松江警察署、出雲警察署、雲南警察署、浜田警察署及び益田警

察署を除く。）

警察署副署長（松江警察署、出雲警察署、雲南警察署、浜田警察署及び益

田警察署に限る。）

所長（科学捜査研究所に限る。）

�種

管理官

広報官

企画官

対策官

室長（課に置かれた室に限る。）

所長（科学捜査研究所を除く。）

機動捜査隊長

検視官

交通管制センター長

交通規制官

警察学校副校長

警察署副署長（松江警察署、出雲警察署、雲南警察署、浜田警察署及び益

田警察署を除く。）

同 捜査統括官

同 地域官

	種

主査

首席師範

�種

海区漁業調整委員会

の事務部局

事務局長 �種



島 根 県 報

� 行政職給料表

� 公安職給料表

� 研究職給料表

� 医療職給料表�

� 医療職給料表�

� 医療職給料表�

備考 別表第�に定める職のうち、この表に定められていない管理職手当の額を定める特段の事情があると人事委員

号外第��号 平成	
年�月��日(	�)

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 	��
���円

�級 �種 
�
���円

�級 �種 ��
���円

�種 ��
���円

�級 �種 ��
���円

�種 ��
���円

�種 �


��円

�種 �	
���円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 
�
���円

�級 �種 
�

��円

�種 ��
���円

�級 �種 �	
���円

�種 ��
���円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 �	
���円

�種 ��
���円

�種 ��
���円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 		�
	��円

�種 ��
	��円

�種 ��
	��円

�種 ��
	��円

�級 �種 �	
���円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 �


��円

�種 �	
���円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ��
���円



島 根 県 報

会が認める職を占める職員に支給する管理職手当の月額については、当該職員の属する職務の級及び当該職の区分

を考慮して、次の各号に掲げる額の範囲内で人事委員会が別に定める額とする。

� 当該職員の属する職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分より一段高い区分があるときは、当

該区分に係る管理職手当の額未満の額

� 当該職員の属する職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分より一段低い区分があるときは、当

該区分に係る管理職手当の額を超える額

� 当該職員の属する職務の級より上位の職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分に係る管理職手

当の区分があるときは、当該管理職手当の額未満の額

� 当該職員の属する職務の級より下位の職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分に係る管理職手

当の区分があるときは、当該管理職手当の額を超える額

������（第�条の�関係）

� 行政職給料表

� 公安職給料表

� 研究職給料表

� 医療職給料表�

号外第��号 平成�	年�月�
日 (��)

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ����	

円


級 �種 �	��

円

�級 �種 ���	

円

�種 ����

円

�級 �種 ����

円

�種 ���


円

�種 ����

円

�種 ����

円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ����

円


級 �種 ����

円

�種 ����

円

�級 �種 ���


円

�種 �	�


円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ����

円

�種 �	�	

円

�種 ����

円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 	���

円

�種 ����

円

�種 ����

円

�種 ����

円



島 根 県 報

� 医療職給料表�

� 医療職給料表�

備考 別表第�に定める職のうち、この表に定められていない管理職手当の額を定める特段の事情があると人事委員

会が認める職を占める職員に支給する管理職手当の月額については、当該職員の属する職務の級及び当該職の区分

を考慮して、次の各号に掲げる額の範囲内で人事委員会が別に定める額とする。

� 当該職員の属する職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分より一段高い区分があるときは、当

該区分に係る管理職手当の額未満の額

� 当該職員の属する職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分より一段低い区分があるときは、当

該区分に係る管理職手当の額を超える額

� 当該職員の属する職務の級より上位の職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分に係る管理職手

当の区分があるときは、当該管理職手当の額未満の額

� 当該職員の属する職務の級より下位の職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分に係る管理職手

当の区分があるときは、当該管理職手当の額を超える額

別表第�中
「隠岐支庁農林局農政・普及部島前地域振興グループ

隠岐支庁農林局（島前担当に限る。） 」
を

「隠岐支庁農林局農政・普及部島前地域振興グループ

隠岐支庁農林局林業部林業振興・普及グループ（隠岐郡西ノ島町駐在に限る。）」
に改め、

「隠岐支庁

隠岐支庁県土整備局維持管理部隠岐空港管理所」
を
「隠岐支庁

隠岐支庁県土整備局隠岐空港管理所」
に改め、

� �

（施行期日）

� この規則は、平成��年�月�日から施行する。

（管理職手当に関する経過措置）

� この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において、職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する

規則（平成�	年島根県人事委員会規則第
号）附則第�項の規定の適用を受けている職員で、施行日以後にこの規則に

よる改正後の職員の給与の支給に関する規則（以下「改正後の規則」という。）別表第�に定める職でその職の管理職

号外第��号 平成��年�月�
日(��)

�級 �種 �	��

円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ����

円

�種 ����

円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ����

円

「

」

を

隠岐郡隠岐の島町港町

隠岐郡隠岐の島町港町

隠岐郡隠岐の島町港町

東部県民センター税務部隠岐税務グループ

隠岐福祉事務所

隠岐保健所

「

」

に改める。

隠岐郡隠岐の島町港町

隠岐郡隠岐の島町港町

隠岐郡隠岐の島町港町

東部県民センター税務部隠岐税務グループ

健康福祉部地域福祉課隠岐スタッフ

中央児童相談所隠岐相談室
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手当の区分が�種であるものを占めることとなったものに対する同表の区分の適用については、当分の間、同表中「�

種」とあるのは、「�種」とする。

� 職員の給与に関する条例（昭和��年島根県条例第�号。以下「条例」という。）第�条の�第�項の規定により管理

職手当を支給される職員のうち、改正後の規則第�条の�第�項の規定による管理職手当の月額が経過措置基準額に達

しないこととなる職員には、平成�	年�月
�日までの間に限り、当該管理職手当の月額のほか、当該管理職手当の月額

と経過措置基準額との差額に相当する額に�		分の�	を乗じて得た額（その額に�円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てた額）を管理職手当の月額として支給する。


 前項に規定する経過措置基準額とは、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額をいう。

� 施行日の前日に適用されていた給料表と同一の給料表の適用を受ける職員（以下「同一給料表適用職員」とい

う。）であって、同日に属していた職務の級より下位の職務の級に属する職員以外のもののうち、相当区分職員又は

上位区分相当職員 同日にその者が受けていた管理職手当の月額（職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

（平成��年島根県条例第�
号）による改正前の条例（以下「改正前の条例」という。）で定める給料月額（職員の給

与に関する条例等の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号。以下「平成��年改正条例」という。）附則第

�項から第�	項までの規定による給料を支給される職員については、改正前の条例で定める給料月額及び平成��年改

正条例附則第�項から第�	項までの規定による給料の額との合計額とする。）に、改正前の条例第�条の�第�項の

規定による割合を乗じて得た額をいう。以下同じ。）

� 同一給料表適用職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の級に属する職員以外のもののうち、

下位区分相当職員 施行日以後に当該職員が占める職に適用される管理職手当の区分に相当する支給割合（次項第�

号の表の右欄に掲げる当該職の管理職手当の区分に応じ、それぞれ同表の左欄に掲げる割合をいう。第
号において

同じ。）を施行日の前日に適用したとしたならばその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 同一給料表適用職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の職務の級に属するもののうち、相当

区分職員 同日にその者が当該下位の職務の級に降格したとしたならばその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 同一給料表適用職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の職務の級に属するもののうち、下位

区分相当職員 同日にその者が当該下位の職務の級に降格し、かつ、施行日以後に当該職員が占める職に適用される

管理職手当の区分に相当する支給割合を適用したとしたならばその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 施行日以後に職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和
�年島根県人事委員会規則第�号）第��条に

定める給料表の適用を異にする異動等をした職員（施行日以後に新たに条例第�条第�項若しくは第�項に規定する

給料表、県立学校の教育職員の給与に関する条例（昭和��年島根県条例第�号）第
条第�項に規定する高等学校等

教育職給料表又は市町村立学校の教職員の給与等に関する条例（昭和��年島根県条例第�号）第�条第�項に規定す

る中学校及び小学校教育職給料表の適用を受けることとなった職員を除く。） 施行日の前日に当該異動等をした場

合に前各号の規定に準じてその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 前各号に掲げる職員のほか、施行日以後に国家公務員等から人事交流等により引き続き新たに条例第�条第�項に

規定する給料表の適用を受けることとなった職員その他特別の事情があると認められる職員のうち、部内の他の職員

との均衡を考慮して前各号に掲げる職員に準ずるものとして人事委員会が定める職員 前各号の規定に準じて人事委

員会が定める額

� 前項に規定する次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

� 「相当区分職員」とは、次の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていたこの規則による改正前の

職員の給与の支給に関する規則（以下「改正前の規則」という。）別表第�に掲げる職に係る同表の支給割合に応

じ、それぞれ施行日以後に次の表の右欄に掲げる改正後の規則別表第�の区分欄に掲げる区分に対応する同表に掲げ

る職を占める職員をいう。

号外第
�号 平成��年�月
	日 (�
)

�		分の�� �種

�		分の�	 �種
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� 「上位区分相当職員」とは、前号の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていた改正前の規則別表

第�に掲げる職に係る同表の支給割合に応じ、それぞれ施行日以後に同号の表の右欄に掲げる改正後の規則別表第�

の区分欄に掲げる区分より上位の区分に対応する同表に掲げる職を占める職員をいう。

� 「下位区分相当職員」とは、第�号の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていた改正前の規則別

表第�に掲げる職に係る同表の支給割合に応じ、それぞれ施行日以後に同号の表の右欄に掲げる改正後の規則別表第

�の区分欄に掲げる区分より下位の区分に対応する同表に掲げる職を占める職員をいう。

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

��������	
��


給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則

給料表の適用範囲に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次のように改正する。

第�条第	号中「農畜産振興課」を「農林水産部農畜産振興課」に改め、同条第��号中「博物館」を「古代出雲歴史博

物館」に改める。

第
条中「、病院」を削る。

第	条第�号中「、保健環境科学研究所又は病院」を「又は保健環境科学研究所」に改め、同条第�号中「又は病院」

及び「、臨床病理技師、機能訓練士」を削り、同条第
号中「、病院」を削る。

第�条中「、島根女子短期大学」、「、病院」、「精神保健福祉相談員、」及び「、助産師」を削る。

� 


この規則は、平成��年
月�日から施行する。

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

��������	
��


職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次のように改正す

る。

第��条第�項中「
を乗じて得た数」を「別表第��に定める昇給号給数表のＣ欄の上段に掲げる号給数を乗じて得た

数」に改める。

第��条第�項中「第
条第�項」を「第
条第�号」に改める。

第��条第�項第�号中「給料表」を「高等学校等教育職給料表」に改める。

第��条第�項を削り、同条第�項中「昇給区分は」を「勤務成績に応じて決定される昇給の区分（以下「昇給区分」と

いう。）は」に改め、同項を同条第�項とし、同条第�項を同条第�項とし、同条第
項中「した場合に昇給区分がＤ又

はＥと」を削り、同項を同条第�項とし、同条第	項中「概ね」を「おおむね」に改め、同項を同条第
項とし、同項の

号外第��号 平成��年�月��日(��)

���分の�� �種

���分の�� 
種

���分の�� 	種

���分の�� �種
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次に次の�項を加える。

� 条例第�条第�項の規定による昇給の号給数は、昇給区分に応じて別表第��に定める昇給号給数表に定める号給数と

する。

第��条第�項中「第�項」を「前項」に改め、同項後段を削り、同条第�項中「第�項又は前項の規定にかかわらず」

を「前	項の規定にかかわらず」に、「第�項又は前項の規定による」を「第�項又は前項の規定による」に改め、同条

第
項中「第	項」を「第�項」に、「第�項」を「第�項」に改め、同項を同条第��項とし、同条第
項中「第�項、

第�項又は前項」を「第�項、第�項又は第�項」に、「第�項、第�項及び前項」を「第�項から第�項まで」に改

め、同項を同条第
項とし、同条第�項の次に次の�項を加える。


 前�項の規定による号給数が零となる職員は、昇給しない。

第��条の	中「この条において」を削る。

別表第�備考�及び	中「���トン」を「���トン」に改める。

別表第�の�級の項中「� 病院の部長の職務」を削り、同表�級の項中「� 病院の院長又は副院長の職務」を削

る。

別表第�の�級の項中

は薬剤局長」を「地方機関の所長」に改める。

別表第�の	級の項中「、助産師」を削り、同表�級及び�級の項中「看護局長」を「本庁の課長」に改める。

別表第��中「助産師」を削り、同表備考�中「、助産師」及び「及び助産師」を削る。

別表第��備考��中「心理判定員」を「心理判定員及び児童心理司」に改める。

別表第��中「及び助産師」を削り、同表備考�中「保健師、助産師又は看護師」を「保健師等」に改める。

別表第��を次のように改める。

�����（第��条関係）

昇給号給数表

備考 この表に定める上段の号給数は、条例第�条第�項の規定の適用を受ける職員以外の職員に、下段の号給数は

同項の規定の適用を受ける職員に適用する。

号外第��号 平成��年�月��日 (��)

「

」

を
� 地方機関の所長の職務

	 病院の医療技術局長又は薬剤局長の職務

「

」
に改め、同表�級の項中「病院の医療技術局長又地方機関の所長の職務

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

昇給の号給数

以上 � � 	 �

�以上 � 	 � �

別表第��中

「

」

を

休職条例第	条第�号又は第�号の規定による休職（同条第�号の規定によるもの

にあっては、その原因である災害が公務上の災害又は通勤による災害と認められる

ものに限る。）の期間

「

」

に、

職員の休職の事由を定める条例（昭和��年島根県条例第�号。以下この表において

「休職条例」という。）第	条第�号又は第�号の規定による休職（同条第�号の

規定によるものにあっては、その原因である災害が公務上の災害又は通勤による災

害と認められるものに限る。）の期間
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� �

（施行期日）

� この規則は、平成��年�月�日から施行する。

（職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

� 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則（平成��年島根県人事委員会規則第�号）の

一部を次のように改正する。

附則第�項中「第��条第�項各号」を「第��条第�項各号」に、「第	項」を「第�
項」に改める。

附則第�項中「第�項まで」を「第	項まで」に、「第
項中「第�項」」を「第
項中「前項」」に、「「第�

項」とあるのは「改正規則附則第
項」」を「「前�項」とあるのは「改正規則附則第
項及び前項」と、「第�項」

とあるのは「改正規則附則第
項」」に、「第�項、第
項」を「前�項」に、「、この規則第
項」を「及び前�

項」と、同条第	項中「第�項、」とあるのは「改正規則附則第
項、この規則」と、「第�項から第�項まで」とあ

るのは「改正規則附則第
項、この規則第
項及び第�項」に改める。

専門的教育職員の給与の特例に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月�
日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

������	
���
��

専門的教育職員の給与の特例に関する規則の一部を改正する規則

専門的教育職員の給与の特例に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項中「別表第�」を「別表第�」に改める。

第�条に次の�項を加える。

� 条例第�条の�第�項の規定により管理職手当を支給する職員に対する管理職手当の月額は、次の各号に掲げる職員

の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

� 地方公務員法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項、第��条の�第�項又は第��条の
第�項若しくは第�

項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」という。）以外の職員 当該職員に適用される給料表の別並び

に当該職員の属する職務の級及び当該職員が占める職に係る職員の給与の支給に関する規則（昭和��年島根県人事委

員会規則第�号）第
条の�第�項の規定による区分（以下「当該職の区分」という。）に応じ、別表第�の管理職

手当の額欄に定める額

� 再任用職員 当該職員に適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該職の区分に応じ、別表第

�の管理職手当の額欄に定める額（地方公務員法第��条の�第�項又は第��条の
第�項に規定する短時間勤務の職

を占める職員にあっては、その額に職員の勤務時間に関する条例（昭和��年島根県条例第	号）第�条第�項の規定

により定められたその者の勤務時間を同条第�項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とし、その額に

�円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

別表第�の次に次の�表を加える。

����（第�条関係）

� 高等学校等教育職給料表

号外第��号 平成��年�月�
日(��)

「

」
を休日及び休暇条例第
条の規定による休暇の期間

「

」

に改める。
職員の休日及び休暇に関する条例（昭和��年島根県条例第�
号。以下この表におい

て「休日及び休暇条例」という。）第
条の規定による休暇の期間
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� 中学校及び小学校教育職給料表

備考 職員の給与の支給に関する規則別表第�に定める職のうち、この表に定められていない管理職手当の額を定め

る特段の事情があると人事委員会が認める職を占める職員に支給する管理職手当の月額については、当該職員の属

する職務の級及び当該職の区分を考慮して、次の各号に掲げる額の範囲内で人事委員会が別に定める額とする。

� 当該職員の属する職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分より一段高い区分があるときは、当

該区分に係る管理職手当の額未満の額

� 当該職員の属する職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分より一段低い区分があるときは、当

該区分に係る管理職手当の額を超える額

� 当該職員の属する職務の級より上位の職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分に係る管理職手

当の区分があるときは、当該管理職手当の額未満の額

� 当該職員の属する職務の級より下位の職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分に係る管理職手

当の区分があるときは、当該管理職手当の額を超える額

����（第�条関係）

� 高等学校等教育職給料表

� 中学校及び小学校教育職給料表

号外第��号 平成�	年�月�
日 (��)

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ���


円

�種 ����

円

�種 ����

円

�級 �種 ���


円

�種 ����

円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 �
��

円

�種 ����

円

�種 ���


円

�級 �種 �
��

円

�種 ���


円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 �
�


円

�種 ���


円

�種 ����

円

�級 �種 �
��

円

�種 ���


円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ����

円

�種 �	�


円

�種 ����

円

�級 �種 �	�


円

�種 ����

円
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備考 職員の給与の支給に関する規則別表第�に定める職のうち、この表に定められていない管理職手当の額を定め

る特段の事情があると人事委員会が認める職を占める職員に支給する管理職手当の月額については、当該職員の属

する職務の級及び当該職の区分を考慮して、次の各号に掲げる額の範囲内で人事委員会が別に定める額とする。

� 当該職員の属する職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分より一段高い区分があるときは、当

該区分に係る管理職手当の額未満の額

� 当該職員の属する職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分より一段低い区分があるときは、当

該区分に係る管理職手当の額を超える額

� 当該職員の属する職務の級より上位の職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分に係る管理職手

当の区分があるときは、当該管理職手当の額未満の額

� 当該職員の属する職務の級より下位の職務の級に対応する同表の職務の級欄に、当該職の区分に係る管理職手

当の区分があるときは、当該管理職手当の額を超える額

� �

（施行期日）

� この規則は、平成��年�月�日から施行する。

（管理職手当に関する経過措置）

� 職員の給与に関する条例（昭和��年島根県条例第�号。以下「条例」という。）第	条の�第�項の規定により管理

職手当を支給される職員のうち、この規則による改正後の専門的教育職員の給与の特例に関する規則第
条第�項の規

定による管理職手当の月額が経過措置基準額に達しないこととなる職員には、平成��年�月��日までの間に限り、当該

管理職手当の月額のほか、当該管理職手当の月額と経過措置基準額との差額に相当する額に���分の
�を乗じて得た額

（その額に�円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を管理職手当の月額として支給する。

� 前項に規定する経過措置基準額とは、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額をいう。

� この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に適用されていた給料表と同一の給料表の適用を受ける職

員（以下「同一給料表適用職員」という。）であって、同日に属していた職務の級より下位の職務の級に属する職員

以外のもののうち、相当区分職員又は上位区分相当職員 同日にその者が受けていた管理職手当の月額（職員の給与

に関する条例の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号）による改正前の条例（以下「改正前の条例」とい

う。）で定める給料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号。以下「平

成��年改正条例」という。）附則第�項から第��項までの規定による給料を支給される職員については、改正前の条

例で定める給料月額及び平成��年改正条例附則第�項から第��項までの規定による給料の額との合計額とする。）

に、改正前の条例第	条の�第�項の規定による割合を乗じて得た額をいう。以下同じ。）

� 同一給料表適用職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の級に属する職員以外のもののうち、

下位区分相当職員 施行日以後に当該職員が占める職に適用される管理職手当の区分に相当する支給割合（次項第�

号の表の右欄に掲げる当該職の管理職手当の区分に応じ、それぞれ同表の左欄に掲げる割合をいう。第�号において

同じ。）を施行日の前日に適用したとしたならばその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 同一給料表適用職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の職務の級に属するもののうち、相当

区分職員 同日にその者が当該下位の職務の級に降格したとしたならばその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 同一給料表適用職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の職務の級に属するもののうち、下位

区分相当職員 同日にその者が当該下位の職務の級に降格し、かつ、施行日以後に当該職員が占める職に適用される

管理職手当の区分に相当する支給割合を適用したとしたならばその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 施行日以後に職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第	号）第�
条に

定める給料表の適用を異にする異動等をした職員（施行日以後に新たに条例第�条第�項若しくは第�項に規定する

給料表、県立学校の教育職員の給与に関する条例（昭和��年島根県条例第�号）第�条第�項に規定する高等学校等

教育職給料表又は市町村立学校の教職員の給与等に関する条例（昭和��年島根県条例第	号）第
条第�項に規定す

る中学校及び小学校教育職給料表の適用を受けることとなった職員を除く。） 施行日の前日に当該異動等をした場

号外第��号 平成��年�月��日(��)
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合に前各号の規定に準じてその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 前各号に掲げる職員のほか、施行日以後に国家公務員等から人事交流等により引き続き新たに条例第�条第�項に

規定する給料表の適用を受けることとなった職員その他特別の事情があると認められる職員のうち、部内の他の職員

との均衡を考慮して前各号に掲げる職員に準ずるものとして人事委員会が定める職員 前各号の規定に準じて人事委

員会が定める額

� 前項に規定する次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

� 「相当区分職員」とは、次の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていた職員の給与の支給に関す

る規則の一部を改正する規則（平成��年島根県人事委員会規則第�号）による改正前の職員の給与の支給に関する規

則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号。以下「改正前の職員給与規則」という。）別表第�に掲げる職に係る同

表の支給割合に応じ、それぞれ施行日以後に次の表の右欄に掲げる職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する

規則による改正後の職員の給与の支給に関する規則（以下「改正後の職員給与規則」という。）別表第�の区分欄に

掲げる区分に対応する同表に掲げる職を占める職員をいう。

� 「上位区分相当職員」とは、前号の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていた改正前の職員給与

規則別表第�に掲げる職に係る同表の支給割合に応じ、それぞれ施行日以後に同号の表の右欄に掲げる改正後の職員

給与規則別表第�の区分欄に掲げる区分より上位の区分に対応する同表に掲げる職を占める職員をいう。

� 「下位区分相当職員」とは、第�号の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていた改正前の職員給

与規則別表第�に掲げる職に係る同表の支給割合に応じ、それぞれ施行日以後に同号の表の右欄に掲げる改正後の職

員給与規則別表第�の区分欄に掲げる区分より下位の区分に対応する同表に掲げる職を占める職員をいう。

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月	
日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

��������	
���


職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則（平成��年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次のように改

正する。

附則第�項を削る。

附則第�項の表を次のように改める。

備考 この表に掲げる支給割合及び支給地域（以下「支給割合等」という。）以外の支給割合等については、人事院

規則
－��（地域手当）附則第�条の例によるものとし、当該例によることとされている支給割合等がこの表に掲

げられているものとみなす。

附則第�項を附則第�項とする。

附則第�項中「�

分の��」を「�

分の��」に改め、同項を附則第�項とする。

号外第	�号 平成��年�月	
日 (��)

�

分の�� �種

�

分の�� �種

�

分の�
 �種

支給割合 支給地域

�

分の�� 東京都のうち特別区

�

分の�� 大阪府のうち大阪市

�

分の� 広島県のうち広島市
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附則第�項を削り、附則第�項を附則第�項とする。

附則第�項中「第�項」を「第�項」に改め、同項を附則第�項とする。

� �

この規則は、平成��年�月	日から施行する。

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年
月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

������	
���
��

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

県立学校の教育職員の給与に関する規則（昭和�
年島根県人事委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第
条中「別表第	及び別表第�に定める級別職務分類表」を「別表第�に定める高等学校等教育職級別職務分類表」

に改める。

第�条第	項中「次項に掲げる級別資格基準表」を「高等学校等教育職給料表級別資格基準表（別表第�。以下「級別

資格基準表」という。）」に改め、同条中第�項を削り、第
項を第�項とする。

第�条第	号中「次に掲げるいずれか一の職務の級」を「
級又は�級」に改め、同号ア及びイを削る。

第�条第	項中「別表第�及び別表第�に定める初任給基準表」を「別表第�に定める高等学校等教育職給料表初任給

基準表」に改める。

第��条中「、その者に適用される給料表の別に応じ、かつ」を削る。

第�
条第	項中「�を乗じて得た数」を「別表第�の�に定める昇給号給数表のＣ欄の上段に掲げる号給数を乗じて得

た数」に改める。

第��条第	項中「同一給料表の」を削る。

第��条の�第	項中「、その者に適用される給料表の別に応じ、かつ」を削り、「別表第�の�及び別表第�の
に定

める昇格時号給対応表」を「別表第�の
に定める高等学校等教育職給料表昇格時号給対応表」に改め、同条第�項中

「同一給料表の」を削り、同条第�項中「高等学校等教育職給料表の」を削り、「別表第�」を「別表第	」に改める。

第��条の
第�項中「高等学校等教育職給料表の」を削り、「別表第�」を「別表第	」に改める。

第��条第	項中「給料表の適用を異にすることなく」を削る。

第��条の�の見出しを「（条例の適用を異にする異動）」に改め、同条第	項中「教育職員を給料表を異にして異動さ

せる場合及び」を削る。

第
�条第	項を削り、同条第�項中「昇給区分は」を「勤務成績に応じて決定される昇給の区分（以下「昇給区分」と

いう。）は」に改め、同項を同条第	項とし、同条第
項を同条第�項とし、同条第�項中「した場合に昇給区分がＤ又

はＥと」を削り、同項を同条第
項とし、同条第�項中「概ね」を「おおむね」に改め、同項を同条第�項とし、同項の

次に次の	項を加える。

� 条例第��条第	項の規定による昇給の号給数は、昇給区分に応じて別表第�の�に定める昇給号給数表に定める号給

数とする。

第
�条第�項中「第	項」を「前項」に改め、同項後段を削り、同条第�項中「第	項又は前項の規定にかかわらず」

を「前�項の規定にかかわらず」に、「第	項又は前項の規定による」を「第�項又は前項の規定による」に改め、同条

第�項中「第�項」を「第	項」に、「第�項」を「第�項」に、「この限りではない」を「この限りでない」に改め、

同項を同条第��項とし、同条第�項中「第	項、第�項又は前項」を「第�項、第�項又は第�項」に、「第	項、第�

項及び前項」を「第�項から第�項まで」に改め、同項を同条第�項とし、同条第�項の次に次の	項を加える。

� 前
項の規定による号給数が零となる教育職員は、昇給しない。

第
�条中「この条において」を削り、「若しくは大学院修学休業」を「若しくは教育公務員特例法（昭和
�年法律第	

号外第�
号 平成��年
月��日(
�)
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号）第��条第�項に規定する大学院修学休業（以下「大学院修学休業」という。）」に改める。

第��条中「当該教育職員に適用される給料表及び」を「当該教育職員の」に改め、「第��条の�第�項」の次に「又は

第��条の�第�項」を加え、「勤務時間条例」を「職員の勤務時間に関する条例（昭和��年島根県条例第	号。以下「勤

務時間条例」という。）」に改める。

第��条中「職員の休日及び休暇条例第�条第�項第�号に規定する休日又は教育職員の休日及び休暇条例」を「県立高

等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する条例（昭和
�年島根県条例第
�号。以下「教育職員の休日及び休暇条例」と

いう。）」に改める。

第
�条第�項第�号中「育児休業法」を「地方公務員の育児休業等に関する法律（平成
年法律第���号。以下「育児

休業法」という。）」に改める。

第

条第�号中「職務に専念する義務の特例に関する条例」の次に「（昭和��年島根県条例第
号）」を加え、同条第

�号中「職務に専念する義務の特例に関する規則」の次に「（昭和��年島根県人事委員会規則第�号）」を加える。

第

条の�第�項を次のように改める。

� 別表第�
に定める職に係る管理職手当の区分は、同表の職名欄の区分に応じ、同表の区分欄に定める区分とする。

第

条の�に次の�項を加える。


 第�項の教育職員に対する管理職手当の月額は、次の各号に掲げる教育職員の区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。

� 法第��条の�第�項、第��条の�第�項又は第��条の�第�項若しくは第�項の規定により採用された教育職員

（以下「再任用教育職員」という。）以外の教育職員 当該教育職員の属する職務の級及び当該教育職員が占める職

に係る前項の規定による区分（以下「当該職の区分」という。）に応じ、別表第�
の�の管理職手当の額欄に定める

額

� 再任用教育職員 当該教育職員の属する職務の級及び当該職の区分に応じ、別表第�
の
の管理職手当の額欄に定

める額（再任用短時間勤務教育職員にあっては、その額に勤務割合を乗じて得た額とし、その額に�円未満の端数が

あるときは、その端数を切り捨てた額）

第

条の
中「職員の休日及び休暇条例第�条若しくは」を削る。

第
�条の��中「第
�条の�第�項」を「第
�条の�第�項」に改める。

第
�条の�第�項中「第��条第�項第	号及び」を削る。

第
�条第�号から第�号までを次のように改める。

� 勤務時間規則第�条第�項第�号イ及び第�号イに掲げる勤務

� 勤務時間規則第�条第�項第�号アに掲げる勤務

� 勤務時間規則第�条第�項第�号アに掲げる勤務

第
�条第�項第
号中「盲学校、ろう学校及び養護学校」を「特別支援学校」に改める。

第
�条の�第�項第�号中「に掲げる支給割合」を「の区分欄に定める区分」に改め、同号ア及びイを削り、同号ウ中

「���分の��」を「
種」に改め、同号ウを同号アとし、同号エ中「���分の��及び���分の��」を「�種及び�種」に改

め、同号エを同号イとし、同号オ中「���分の��及び���分の�」を「�種」に改め、同号オを同号ウとする。

第��条第�項第�号中「休職条例」を「職員の休職の事由を定める条例（昭和��年島根県条例第�号。以下「休職条

例」という。）」に改め、同条第�項第�号中「教育公務員特例法」の次に「第��条第�項」を加える。

第��条の
の�を削る。

第��条の�第�項を次のように改める。

条例第��条第�項の管理又は監督の地位にある教育職員は、任期付職員条例第�条第�項の給料表の適用を受ける教

育職員（�号給以下の号給を受ける教育職員、休職（条例第��条第�項及び第�項ただし書に該当する場合を除く。）

にされている者及び外国機関等派遣教育職員を除く。）とする。

第��条の�第�項中「前項第�号に掲げる教育職員のうち別表第�
に掲げる管理職手当の支給割合が���分の��とされ

ている教育職員、同項第�号に掲げる学長及び同項第
号に掲げる」を「前項の」に改める。

号外第
�号 平成��年
月
�日 (��)
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第��条第�項第�号中「職員の休日及び休暇条例第�条又は」を削り、「休日等」を「条例第��条に規定する休日等

（以下「休日等」という。）」に改め、同項第�号中「職員の休日及び休暇条例第��条に規定する介護休暇又は」を削

り、同条第�項各号を次のように改める。

� 再任用教育職員以外の教育職員 ���分の��	

� 再任用教育職員 ���分の	�
	

第��条中「盲学校、ろう学校若しくは養護学校」を「特別支援学校」に改める。

別表第�を次のように改める。

���� 削除

別表第�の�級の項中「盲学校、ろう学校若しくは養護学校（以下「特殊教育学校」という。）」を「特別支援学校」

に改め、同表�級の項から�級の項までの項中「特殊教育学校」を「特別支援学校」に改める。

別表第
を次のように改める。

���� 削除

別表第�を次のように改める。

���� 削除

別表第�の�を次のように改める。

�����	 削除

別表第�の�を次のように改める。

�����
（第��条関係）

昇給号給数表

備考 この表に定める上段の号給数は、条例第��条第
項の規定の適用を受ける教育職員以外の教育職員に、下段の

号給数は同項の規定の適用を受ける教育職員に適用する。

別表第��中「（第�	条の�関係）」を「（第��条関係）」に改める。

別表第��県立大学の項を削り、盲学校ろう学校養護学校の項中「盲学校ろう学校養護学校」を「特別支援学校」に改め

る。

別表第��の�を次のように改める。

������	（第��条関係）

給料の調整額の調整基本額表

別表第��を次のように改める。

�����（第��条の�関係）

管理職手当を支給する職及び区分

号外第��号 平成��年
月��日(��)

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

昇給の号給数
�以上 � � � �

�以上 
 � � �

職務の級 調整基本額

�級 �����円

�級 ������円


級 ������円

�級 ������円

職名 区分

� 校長（松江北高等学校、松江南高等学校、松江東高等学校、松江工業高等学校、松江商業高等 
種
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別表第��の次に次の�表を加える。

�������（第��条の�関係）

�������（第��条の�関係）

別表第��大学教育職給料表の項を削る。

	 


（施行期日）

� この規則は、平成��年�月�日から施行する。

（管理職手当に関する経過措置）

� 県立学校の教育職員の給与に関する条例（昭和��年島根県条例第	号。以下「条例」という。）第�
条の�第�項の

規定により管理職手当を支給される教育職員のうち、この規則による改正後の県立学校の教育職員の給与に関する規則

（以下「改正後の規則」という。）第��条の�第�項の規定による管理職手当の月額が経過措置基準額に達しないこと

となる教育職員には、平成��年�月��日までの間に限り、当該管理職手当の月額のほか、当該管理職手当の月額と経過

措置基準額との差額に相当する額に���分の
�を乗じて得た額（その額に�円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額）を管理職手当の月額として支給する。

� 前項に規定する経過措置基準額とは、次の各号に掲げる教育職員の区分に応じ、当該各号に定める額をいう。

� この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に適用されていた給料表と同一の給料表の適用を受ける教

号外第��号 平成��年�月��日 (��)

学校、三刀屋高等学校、出雲高等学校、大社高等学校、大田高等学校、浜田高等学校、益田高等

学校、松江ろう学校、松江養護学校、出雲養護学校、松江清心養護学校に限る。）

� 校長（安来高等学校、情報科学高等学校、松江農林高等学校、大東高等学校、横田高等学校、

平田高等学校、出雲工業高等学校、出雲商業高等学校、出雲農林高等学校、邇摩高等学校、川本

高等学校、島根中央高等学校、矢上高等学校、江津高等学校、江津工業高等学校、浜田商業高等

学校、浜田水産高等学校、益田工業高等学校、益田産業高等学校、益田翔陽高等学校、津和野高

等学校、隠岐高等学校、隠岐水産高等学校、盲学校、浜田ろう学校、石見養護学校、浜田養護学

校、益田養護学校、江津清和養護学校、松江緑が丘養護学校に限る。）

�種

� 前記�及び�に掲げる校長以外の校長

� 前記�及び�に掲げる学校の教頭（�人以上の教頭を置く学校の教頭にあっては、人事委員会

が定めるものに限る。）

�種

� 前記�に掲げる教頭以外の教頭 	種

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 
�����円

�種 ���
��円

�種 
�����円

�級 �種 
�����円

	種 ������円

職務の級 区分 管理職手当の額

�級 �種 ������円

�種 
��
��円

�種 
�����円

�級 �種 ���
��円

	種 ������円
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育職員（以下「同一給料表適用教育職員」という。）であって、同日に属していた職務の級より下位の職務の級に属

する教育職員以外のもののうち、相当区分教育職員又は上位区分相当教育職員 同日にその者が受けていた管理職手

当の月額（県立学校の教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号）による改正

前の条例（以下「改正前の条例」という。）で定める給料月額（県立学校の教育職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例（平成��年島根県条例第��号。以下「平成��年改正条例」という。）附則第�項から第��項までの規定に

よる給料を支給される教育職員については、改正前の条例で定める給料月額及び平成��年改正条例附則第�項から第

��項までの規定による給料の額との合計額とする。）に、改正前の条例第��条の�第�項の規定による割合を乗じて

得た額をいう。以下同じ。）

� 同一給料表適用教育職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の級に属する教育職員以外のもの

のうち、下位区分相当教育職員 施行日以後に当該教育職員が占める職に適用される管理職手当の区分に相当する支

給割合（次項第�号の表の右欄に掲げる当該職の管理職手当の区分に応じ、それぞれ同表の左欄に掲げる割合をい

う。第	号において同じ。）を施行日の前日に適用したとしたならばその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 同一給料表適用教育職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の職務の級に属するもののうち、

相当区分教育職員 同日にその者が当該下位の職務の級に降格したとしたならばその者が受けることとなる管理職手

当の月額

� 同一給料表適用教育職員であって、施行日の前日に属していた職務の級より下位の職務の級に属するもののうち、

下位区分相当教育職員 同日にその者が当該下位の職務の級に降格し、かつ、施行日以後に当該教育職員が占める職

に適用される管理職手当の区分に相当する支給割合を適用したとしたならばその者が受けることとなる管理職手当の

月額

� 施行日以後に改正後の規則第��条の�に定める条例の適用を異にする異動をした教育職員（施行日以後に新たに条

例第	条第�項に規定する給料表、職員の給与に関する条例（昭和
�年島根県条例第�号）第�条第�項に規定する

給料表又は市町村立学校の教職員の給与等に関する条例（昭和
�年島根県条例第
号）第�条第�項に規定する中学

校及び小学校教育職給料表の適用を受けることとなった教育職員を除く。） 施行日の前日に当該異動をした場合に

前各号の規定に準じてその者が受けることとなる管理職手当の月額

� 前各号に掲げる教育職員のほか、施行日以後に国家公務員等から人事交流等により引き続き新たに条例第	条第�

項に規定する給料表の適用を受けることとなった教育職員その他特別の事情があると認められる教育職員のうち、部

内の他の教育職員との均衡を考慮して前各号に掲げる教育職員に準ずるものとして人事委員会が定める教育職員 前

各号の規定に準じて人事委員会が定める額

	 前項に規定する次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

� 「相当区分教育職員」とは、次の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていたこの規則による改正

前の県立学校の教育職員の給与に関する規則（以下「改正前の規則」という。）別表第��に掲げる職に係る同表の支

給割合に応じ、それぞれ施行日以後に次の表の右欄に掲げる改正後の規則別表第��の区分欄に掲げる区分に対応する

同表に掲げる職を占める教育職員をいう。

� 「上位区分相当教育職員」とは、前号の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていた改正前の規則

別表第��に掲げる職に係る同表の支給割合に応じ、それぞれ施行日以後に同号の表の右欄に掲げる改正後の規則別表

第��の区分欄に掲げる区分より上位の区分に対応する同表に掲げる職を占める教育職員をいう。

� 「下位区分相当教育職員」とは、第�号の表の左欄に掲げるその者が施行日の前日において占めていた改正前の規

則別表第��に掲げる職に係る同表の支給割合に応じ、それぞれ施行日以後に同号の表の右欄に掲げる改正後の規則別

号外第�
号 平成��年�月��日(
�)

���分の�� �種

���分の�� 	種

���分の�
 �種

���分の�� �種
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表第��の区分欄に掲げる区分より下位の区分に対応する同表に掲げる職を占める教育職員をいう。

（県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

� 県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（平成��年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次

のように改正する。

附則第�項中「第��条第�項各号」を「第��条第	項各号」に、「第
項」を「第��項」に改める。

附則第�項中「第�項まで」を「第
項まで」に、「第�項中「第	項」」を「第�項中「前項」」に、「「第	

項」とあるのは「改正規則附則第�項」」を「「前�項」とあるのは「改正規則附則第�項及び前項」と、「第�項」

とあるのは「改正規則附則第�項」」に、「第	項、第�項」を「前
項」に、「、この規則第�項」を「及び前�

項」と、同条第
項中「第�項、」とあるのは「改正規則附則第�項、この規則」と、「第�項から第�項まで」とあ

るのは「改正規則附則第�項、この規則第�項及び第�項」に改める。

職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年
月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

��������	
��
�

職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則

職員の特殊勤務手当に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条を次のように改める。

��� 削除

第
条第	項中「及び第
号」を削り、同条第�項中「第�条第	項第�号」を「第�条第	項第�号」に改め、同項

第	号中「維持管理部」を削り、同条第�項中「第�号」を「第�号」に改める。

第�条第	項中「事務吏員及び技術吏員」を「職員」に改める。

第��条第	項中「次に掲げる感染症とする。」を「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成��

年法律第���号。以下「感染症法」という。）第�条第�項から第�項まで、第�項及び第�項に規定する感染症とす

る。」に改め、同項各号を削り、同条第
項中「感染症法第�条第�項」を「同条第�項」に改め、同項第
号中「並び

に結核」を削る。

第��条第�項中「生活科学グループ」を「食品化学スタッフの職員」に改め、「（環境科学部にあっては放射能グルー

プに勤務する職員を除く。）」を削る。

第��条を次のように改める。

���� 削除

第��条の�を削る。

第��条第	項及び第
項を削り、同条第�項を同条とする。

第��条第	項中「保健環境科学研究所環境科学部放射能グループに勤務する職員及び」を削り、「センター長」を「職

員」に改める。

第��条中「第��条第�項第�号」を「第��条第�項第	号」に、「平成��年島根県規則第��号」を「平成��年島根県規

則第��号」に、「第
条第�項」を「第
条第�項」に改め、「（条例第��条第�項第	号に掲げるものを除く。）」を

削る。

第��条第	項第�号を削る。

� 


この規則は、平成��年�月	日から施行する。

号外第��号 平成��年
月��日 (��)
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� � � � � � �

級別職務分類に関する細則の一部を改正する細則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
���������


級別職務分類に関する細則の一部を改正する細則

級別職務分類に関する細則（昭和��年島根県人事委員会細則第�号）の一部を次のように改正する。

別表の�の表知事の事務部局の部本庁（出納局を除く。）の項中

号外第�	号 平成��年�月��日(	�)

「

を

」

課長

政策企画監

センター長

管理監

室長

管理所長

統括指導監査監

指導監査監

統括団体検査監

主席調整監

団体検査監

統括林業普及員

統括工事検査監

課長

政策企画監

次長

統括政策企画監

参事

医療統括監

「

に改め、同部出納局の項中

「

」

」

課長

政策企画監

センター長

管理監

室長

管理所長

統括指導監査監

指導監査監

統括団体検査監

上席調整監

団体検査監

統括林業普及員

統括技術専門監

技術専門監

課長

政策企画監

次長

統括政策企画監

参事

課長

出納監察監

を

「

」

に改め、同部県立大学、島根女子短期大学及び看護短期大学の項を削り、同部隠岐支庁隠岐福祉

課長

上席出納監察監

出納監察監



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (��)

事務所の項を削り、同部隠岐支庁県土整備局の項中

「

」

を

「

」

に改め、同部中央病院部長
部長

技術専門監

及び湖陵病院の項を削り、同部農林振興センターの項中

「

」

を

「

」

に改め、同部農業
所長所長

総合調整監

大学校の項中

「

」

を

「

」

に改め、同部水産技術セ

講師 助教授 講師

主任又はこれに

相当する職

助教授

企画員又はこれ

に相当する職

ンターの項中

「

」

を
課長

指導所長

「

」

に改め、同部九州事務所の項を削り、同部県
課長

指導所長

部長 所長

土整備事務所の項中

「

」

を

「

」

に改め、教育委員会の部本庁の項中

事業所長

部長

事業所長

部長

技術専門監

管理所長

「

」

を

「

」

に改め、同部埋蔵文化財調査センターの項中

「

」

を

課長

主席調整監

室長

センター長

課長

監理監

上席調整監

室長

センター長

所長

副所長

「

」

に改め、同部少年自然の家の項中
「

」
を
「

」
に改め、共通の部

所長
所長

中

「

」

を

※専門員

専門

※

企画幹

副工事検査監

※専門幹

調整監

工事検査監

「

」

に改める。

※専門員

専門※

企画幹

※専門幹

調整監

別表の�の表知事の事務部局の部農業技術センターの項中

「

」

を

「

」

に改め、同部
部長 部長

上席調整監
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湖陵病院の項を削る。

別表の
の表知事の事務部局の部中央病院及び湖陵病院の項を削り、共通の部中

� �

この細則は、平成��年�月�日から施行する。

号外第��号 平成��年�月��日(��)

水産技術センターの項中

「

」

を

「

」

に改め、教育委員会の部博物館の項を削る。
所長

部長

部長

別表の
の表知事の事務部局の部本庁の項中

「

」

を

「

」

に改め、同部中央病院及び

課長

室長

医療統括監

課長

室長

「

」

を

「

」

に改める。

企画幹

企画員

調査監 企画幹

企画員又はこれ

に相当する職

調整監

別表の�の表知事の事務部局の部本庁の項中

「

」

を

保健師 主任保健師

保健師

企画員

主任保健師

「

」

に改め、同部島根女子短期大学、中央病院及び湖陵病院の項を

保健師

看護師

主任保健師

主任看護師

保健師

看護師

企画員

主任保健師

主任看護師

削り、共通の部中

「

」

を

精神保健福祉相

談員

主任精神保健福

祉相談員

精神保健福祉相

談員

精神保健相談専

門員

主任精神保健福

祉相談員

「

」

に改める。


